








 は じ め に
欧州連合 (European Union : EU) は, 2005年１月から EU域内の証券市場の上場企業に
対して, その連結財務諸表に国際財務報告基準 (International Financial Reporting
Standards : IFRS) の適用を義務付けた｡ これに先立つ2001年に, 欧州委員会 (European
Commission : EC) の要請に応じて, 国際会計基準審議会 (International Accounting
Standards Board : IASB) による IFRSの開発に情報等 (input) を提供するとともに, EC
に会計上の問題に関する技術的な意見・助言を行う欧州財務報告諮問グループ (European
Financial Reporting Advisory Group : EFRAG) が設立されている1)｡ また, EUの決定によ
り, 2011年１月１日をもって欧州証券規制当局委員会 (Committee of European Securities
Regulators : CESR) から組織変更された欧州証券市場監督機構 (European Securities and
Markets Authority : ESMA) が, その設立規則にしたがい, 欧州の制定法 (European
Legislation) の効果的かつ首尾一貫した適用を保証すべく, 財務報告の分野で活動してい
る｡ ESMAは, この責任を果たすために, 財務情報に関する監督および執行 (enforce-
ment) の領域に責任を負っている欧州経済領域 (European Economic Area : EEA) の42か
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要 旨
本稿は, 欧州証券市場監督機構 (ESMA) の ｢執行 (決定) に関する欧州執行当
局調整セッションのデータベースからの抜粋｣ と ｢会計執行当局の執行と定期的活
動｣ に関する報告書から, 税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識要件の
課題を整理し, そして, ESMA ｢税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識









Enforcers Coordination Sessions : EECS)2) を組織している (ESMA [2019c], p. 3)｡
さて, 法人所得税の会計に関しては, EFRAG はイギリス会計基準審議会 (UK
Accounting Standards Board : UKASB) とともに, 法人所得税の会計問題に関する議論を
喚起し, IASB の ｢法人所得税 (Income Taxes)｣ プロジェクト3) の進展を支援する目的で,
2011年12月に, 討議資料 ｢法人所得税の財務報告の改善｣ (EFRAG et al. [2011]) を公表
し, 2013年２月にはフィードバック・ステートメント ｢法人所得税の財務報告の改善｣
(EFRAG et al. [2013]) を公表している｡ ESMA は, 国際会計基準 (International
Accounting Standards : IAS)第12号｢法人所得税｣ (IASB [2016b])(以下, IAS12と略称する｡)
の適用上の課題に対応するために, 2019年７月に, パブリック・ステートメント ｢税務上
の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識に関する検討事項｣ (ESMA [2019b]) (以下,
PBと略称する｡) を公表している｡
そこで, 本稿では, IAS12における税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識要
件を確認し, ESMAが公表した ｢執行 (決定) に関する EECSデータベースからの抜粋
(Extract from the EECS’s Database of Enforcement (Decisions))｣, ｢会計執行当局の執行
と定期的活動 (Enforcement and Regulatory Activities of Accounting Enforcers)｣ に関する





れる可能性が高い範囲内で, 繰延税金資産を認識するものとし (IAS12, par. 34), その認
識要件は, 将来減算一時差異から生じる繰延税金資産を認識するための要件と同じである




すべき根拠 (convincing other evidence) がある範囲でのみ認識するものとしている｡ そ
して  当該繰延税金資産を活用できるかどうかが, 現存の将来加算一時差異の解消によ
り生じる所得を上回る将来の課税所得の有無に依存しており, かつ,  企業が, 当該繰
延税金資産に関係する課税法域において, 当期または前期に損失を生じている場合には,
26
繰延税金資産の金額およびその認識の根拠となった証拠の内容 (the nature of evidence
supporting its recognition) の開示を要求している (IAS12, pars. 35 and 82)｡
税務上の繰越欠損金を活用できる課税所得が稼得される可能性を評価するに際しては,











たは執行後に, 重要な執行事例を議論している｡ ESMAは, 監督機能のコンバージェン
スを強化することおよび IFRSの適切な適用に関する関連情報を財務諸表の発行企業と利
用者に提供することを目的として, 財務諸表に関する執行決定の機密データベースからの
抜粋を公表している (ESMA [2019c], p. 3)｡ 2019年７月16日現在, 253の抜粋が公表され
ており, その中で, IAS12に関するものは９つある (ESMA [2019d], pp. 18)｡ ここでは,
繰延税金資産に関する抜粋を対象に, 執行決定の根拠を中心にみていくこととする｡
1 EECS /120704：繰延税金資産 (2005年10月24日決定)
この抜粋は, 中間会計期間末において, 税務上の繰越欠損金を活用できるだけの十分な
将来加算一時差異がなく, また, これまで事業活動から相当な損失の計上ないし僅かな利
益の計上しかできておらず, 多額の税引前利益 (pre-tax profit) を計上した経歴のない発
行企業 (the issuer：以下, 便宜上, Ａ社とする｡) に対して, 執行当局が, IAS12 (par. 35)
に基づいて, 中間連結財務諸表上の繰延税金資産の回収に活用できる課税所得が将来にお
いて稼得されるという信頼すべき根拠の提示を求めた事例である｡
執行当局は, 主に, ①Ａ社の税引前利益の推移, ②過年度に公表された業績予測とこれ
に対応する実績, ③Ａ社の今後数年間の業績予測, および④新たな契約の公表という４点
に基づいて決定を行った｡ 執行当局は, 特に, Ａ社の業績予測とこれに対応する実績との
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間に重大な下振れが生じているという経歴を重視した｡ また, Ａ社が, 2005年に, 予想利
益を達成できない旨だけでなく, 多額の損失が生じる旨を公表しており, 損失が再発しそ
うもない外的な事象に明確に帰属させられるようなタイプのものではないという事実も決
定に影響を及ぼした｡ そこで, 執行当局は, Ａ社が税務上の繰越欠損金を活用できるだけ
の十分な課税所得を稼得することができるという信頼すべき根拠を提示していないと考え,
税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識は IAS12 (par. 34) に準拠していないと
いう決定を下した (CESR [2007], pp. 67)｡
2 EECS /120810：繰延税金資産 (2008年12月１月18日決定)
この抜粋は, 近年に損失が発生した経歴があり, また, 十分な将来加算一時差異を有し















た｡ なお, Ｂ社には, 税務上の繰越欠損金の繰越期限内に課税所得を発生させるべきタッ




IAS12 (pars. 3436) に準拠していないということを確認した (CESR [2008], pp. 1214)｡
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3 EECS /021310：税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産4)
この抜粋は, 過去４年間にわたって重大な損失を認識し, また, 十分な将来加算一時差

















あると決定した (ESMA [2013], pp. 1617)｡
4 EECS /021614：税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の認識5)
この抜粋は, ロシアに子会社２社 (以下, 便宜上, S1社とS2社とする｡) を有す建設会
社 (以下, 便宜上, Ｄ社とする｡) に関するものある｡ 子会社２社ともに財務諸表に重大







定した｡ さらに, S1社に関しては, 過酷な経済環境などから最終的には完全撤退の可能
性を否定できないことから, S1社の計画は税務上の繰越欠損金を活用できるという信頼
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すべき根拠を構成するものではないと結論づけた｡ これらより, 執行当局は, 税務上の繰
越欠損金を活用することできる十分は課税所得が稼得されるという信頼すべき根拠を提示




がある) 発行企業 (以下, 便宜上, Ｅ社とする｡) が, 税務上の繰越欠損金に対して繰延
税金資産を認識していた事例である｡ Ｅ社の経済状況は過去数年間にわたって著しく悪化
しており, 将来の課税所得の存在と継続企業としての存続能力に関して重要な疑義があっ






あると考えることはできないと決定した｡ また, 執行当局は, Ｅ社の継続企業としての存
続能力に重大な不確実性があり, 事業計画を完遂する能力に疑義を投げかけるものである




























報告されている (ESMA [2015], par. 57)｡
2015年 ｢報告書｣ では, 税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識, 測定および
表示について問題が経常的に発生していることをふまえ, この問題を2014年欧州共通執行
優先事項 (ESMA [2014]) に挙げたことが報告されている｡ また, 繰延税金資産および
法人所得税の税務処理の不確実性 (uncertain tax positions) に関係する IAS12の要求事項
の適用に関する検査 (assessment) を20の EEA国から73の発行企業をサンプルとして行っ
た結果が, 次のように報告されている (ESMA [2016], par. 36)｡
関係する課税法域において当期または前期に損失を計上していた発行企業の66％が, 税
務上の繰越欠損金に対して重要な繰延税金資産を認識しており, このうち31％は, 繰延税










る回収期間を想定していたとのことである (ESMA [2016], par. 39)｡ さらに, 繰延税金資
産の回収予想期間の評価上の主要な判断に関する情報を注記していたのは, 繰延税金資産
を認識していた発行企業の半数に過ぎなかったとのことである (ESMA [2016], par. 41)｡
これらをふまえ, ESMAは, 税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識, 測定
および開示に関係する IAS12の要求事項の適用には, 依然として, 改善の余地があるも
のとの考えを示している (ESMA [2016], par. 46)｡
2016年 ｢報告書｣ は, 上記の検査結果の分析から, サンプルとした発行企業65社のうち
10社に対して, 税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産/法人所得税の税務処理の不確
実性に関して執行を行ったこと, そして, IAS12の要求事項の適用には, 依然として改善
の余地があるということが明確なものになったと報告している (ESMA [2017b], par. 53)｡




る方法を検討する専門家グループを設けることを報告している (ESMA [2017b], par. 54)｡
2017年 ｢報告書｣ には税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識に関する言及は
なく, 2018年 ｢報告書｣ では, 執行当局が税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認
識, 測定および開示に関係する IAS12の要求事項の分析・執行を行うにあたって実施可
能な監督上の実務に関するブリーフィング (Supervisory Briefing) を起草する専門家グルー
プを設置したことが報告されている｡ また, このガイダンスは, より調和化された執行を
促進するべく, 特に, 発行企業が税務上の繰越欠損金および繰越税額控除を活用できる将
来の課税所得が稼得される可能性が高いとした結論に対する信頼すべき証拠の内容と範囲
に焦点をあてたものになることが示唆されている (ESMA [2019a], par. 124)｡




上記において2019年７月に ESMAが PBを公表した背景を確認してきた｡ 繰り返しに




税務上の繰越欠損金を活用できる課税所得が将来において (時折, 長期間において) 稼得
されるという予測に信頼すべき根拠がないにもかかわらず, 重要な繰延税金資産を認識し
ている状況に直面していたことがある (ESMA [2019b], par. 3)｡ また, ESMAは, これま
で発行企業に税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識には特別な注意を払うべき
であると強調してきたが, 発行企業が提示する認識の根拠となった証拠に重大な欠点のあ
ることを識別していた (ESMA [2019b], par. 4)｡ ｢執行 (決定) に関する EECSデータベー
スからの抜粋｣ と ｢会計執行当局の執行と定期的活動｣ に関する報告書にあったように,
税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の認識における信頼すべき根拠とその根拠となっ
た証拠に関心が向けられている｡
ESMAは, 発行企業, 監査人および監査委員会が財務諸表を作成する際, 特に繰延税
金資産が IAS12 (pars. 3436) の認識規準を充たしているかどうかの評価にあたって, PB
を考慮することが適切であるとし (ESMA [2019b], par. 26), 具体的に次の２点を取り上
げている (ESMA [2019b], par. 5)｡ 以下, その概略を示すこととする｡
① IAS12 (par. 36) の規準によって評価された, 税務上の繰越欠損金および繰越税額






性をもって評価すべきかが定義されていないとして, ESMAは, PBにおいて, 可能性の
概念は他の基準と同様に理解されるべきであり, “more likely than not (発生しないより
発生する可能性のほうが高い)” という閾値 (すなわち, 50％超の可能性) に基づくべき




ている (ESMA [2019b], par. 9)｡
① 一般的に, 将来の見積り/予測は長期になるにしたがって信頼性は低下する｡ 肯定
的証拠と否定的証拠は, これに応じて比較考量されるべきである｡
② 税務上の繰越欠損金の存在自体が, 将来に課税所得が稼得されないという強い根拠
となる (IAS12, par. 35)｡
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した場合よりも, より強力な肯定的証拠が要求される｡ これに対して, 過去に発生した損
失が事業ラインの閉鎖にのみ起因していた場合には, このリストラクチャリングは肯定的
な信頼すべき根拠となる可能性がある｡ このように, 将来の課税所得の持続可能性を評価
するにあたって, 発行企業には, 一時の事象 (利得と損失を含む｡) に特に注意を払い,
再発の可能性を把握することが求められる (ESMA [2019b], par. 11)｡
②に関して, ESMAは, 次のような補足をしている｡ すなわち, 繰越期限のない税務
上の繰越欠損金は将来の課税所得によって活用される可能性がより高いかもしれないが,
繰越期限がないというだけでは繰延税金資産の認識にあたっての ｢十分な課税所得が稼得
される可能性が高い｣ という根拠となるものではない｡ また, 税務上の繰越欠損金に対す
る繰延税金資産は, 将来使用対象となる課税所得が稼得される可能性が高い範囲でのみ認
識されるものであることから, 損失の発生は一時のものであるというだけでは十分ではな
く, むしろ, 発行企業には, 十分な将来の課税所得が稼得されるという根拠を提示するこ
とが求められる｡ さらに, 繰越期限が短期である場合には, 税務上の繰越欠損金の使用対
象となる課税所得が稼得されるべき期間も短期となるので, この場合の繰延税金資産の認




になる (ESMA [2019b], par. 13)｡
最後に, 将来に十分な課税所得が稼得される可能性が高いかどうかを評価するにあたっ
ては, 利益の性質, 発生原因および時期を検討する必要があることを示したうえで, 次の



























る｡ そして, 将来の課税所得の見積りには重要な判断を要するため, 否定的証拠が多くな
るにしたがって, 将来の課税所得の予測に対する信頼性は低下することになると考えてい
る (ESMA [2019b], par. 16)｡ ただし, 利益予測の信頼性は, 発行企業の属する産業/業




すべき根拠を提示することが必要になると想定される (ESMA [2019b], par. 17)｡
また, PBは, 将来の課税所得の見積りにおいては, 発行企業が制御できない不確実性
の高い将来事象を予測/考慮すべきはないと指摘している｡ このような事象には, (すで
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に実質的に施行されている改正を以外の) 税法・税率の改正, 企業結合の可能性, 将来の
市況に依存する事象, さらには財務報告での主張や過去に公表した戦略と首尾一貫しない












貫したものである必要性を指摘している (ESMA [2019b], par. 22)｡
3 開 示
PBは, 繰延税金資産に関する開示は発行企業固有のもので, ボイラープレートであっ
てはならないことを強調したうえで (ESMA [2019b], par. 23), 開示の詳細さについては,
①発行企業の財務諸表における繰延税金資産の重要度と②繰延税金資産の認識に係る不確
実性やそこでの判断を考慮したものであること, そして, この重要度, 不確実性や判断が
重要になるに応じて開示は詳細なものになると想定している (ESMA [2019b], par. 24)｡
IAS12と IAS1 ｢財務諸表の表示｣ (IASB [2016a]) をふまえ, 開示内容の例として, 次の

















































クを形成しており, 欧州各国の執行当局は EECSを通じて IFRSの適用と執行上の経験を議論
し共有している (ESMA [2019c], p. 3)｡
3) なお, IASBの ｢法人所得税｣ プロジェクトについては, 中島 [2019] を参照｡
4) なお, これについては, 決定日は記載されていない｡
5) なお, これについても, 決定日は記載されていない｡
6) なお, これについても, 決定日は記載されていない｡











・過去 (３年) 及び当期の事業年度において, 課税所得が期末における将来減算一時差異を
下回る年度があるにもかかわらず, (分類１) に該当すると判断している事例
・過去 (３年) 及び当期の事業年度において, 課税所得 (臨時的な原因により生じたものを










・企業を (分類１) に分類するためには, 原則として, 以下の要件をいずれも満たす必要が
38
あること (繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針第17項)
(1) 過去 (３年) 及び当期のすべての事業年度において, 期末における将来減算一時差異
を十分に上回る課税所得が生じている｡
(2) 当期末において, 近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれない｡
・企業を (分類２) に分類するためには, 原則として, 以下の要件をいずれも満たす必要が
あること (繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針第19項)
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